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第1部
「電子新聞」ブームの始まりと終焉

坪田 知己　メディアデザイナー

不況とインターネットの普及の影響で新聞社の経営が急激に悪化
生き残りをかけ、日本経済新聞社が「日本経済新聞・電子版」を創刊

2010年の新聞業界最大の話題は、日本経済新聞社が
有料の媒体「日本経済新聞・電子版」を3月23日に創刊
したことだ。
海外では、米国のウォールストリート・ジャーナルが
有料の電子版を1996年から発行し、英国のフィナン
シャルタイムズも2002年に有料化したが、日本で新聞
社が新聞のコンテンツを丸ごとネットで配信して有料化
した例は、2001年の産経新聞社の「電子配達版」に次ぐ
2例目だ。
産経の電子配達版は、月決め購読料が315円で、購読
者数は公表されていないが、数千とみられ、ビジネス的に
は失敗だった。日経がどこまで伸ばすかが注目の的だ。

後退する新聞経営
日本の新聞社がインターネットによるニュース配信を
始めたのは1995年からだ。毎日、読売、朝日が相次いで
サイトを開設、日経も96年4月に追随した。
しかし、これらは、世界的な風潮もあって、広告を収
入源とする無料サイトだった。
日経の場合は、ニュースのほかに、金融、IT、住宅サー
チなどのサブサイトを展開し、当初から専任の広告部隊
を持って営業に注力し、2000年前後には、収支がバラン
スした。しかし、他の新聞社は、収入が伸び悩んだ。
日本の新聞業界は、21世紀に入ってから購読者が減

り始めて収益が頭打ちとなり、特に2007年以降、急速
に広告収入が落ち込んだ。
日本新聞協会の集計では、1999年に5375万部だっ
た新聞の発行部数は、2009年に5035万部に減った（資

料1-1-1）。新聞広告費（電通調べ）も、1990年に1兆3592
億円だったのが、2009年は6739億円に低下した。ピー
ク時の半分以下である。特に2007年からの2年間で約
2700億円分の急減になっている。このため赤字決算の
新聞社が続出する事態になった。

ネットの機能を満載した日経・電子版
筆者は、1994年から2000年頃まで日経のデジタル事

業の将来構想を立案、実行する立場にあり、日経・電子
版の基本仕様を提案した。
電子版構想のポイントは、速報性、機能性、カスタマ

イズの3点だ。そして、「新聞」の発想から、ニュース通
信社的な魅力を盛り込むことを考えた。
ネットを使うということは、24時間ニュースが配信で

きることである。1日2回、印刷・配達する新聞ではでき
ない速報サービスができる。それが「速報性」だ。
インターネットが爆発的に普及した原因は、WWW

（ワールドワイドウェブ）というボタンとリンクによる参照
システムだ。この魅力を活かす必要がある。企業の
ニュースに対して、株価がすぐに参照でき、用語解説が
見られ、関連ニュースも読めるというものだ。これが「機
能性」だ。
もう1つが、個々人のニーズに合わせたカスタマイズ
だ。キーワードを入れておけば、その言葉が含まれる
ニュースを自動的にピックアップして読める。また過去
の記事の検索もできる。
紙面を表示して、指定の記事をピックアップし読め

る。また、過去の記事の検索もできる。
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第1部さらに、紙面を表示して、指定の記事をピックアップ
できる「紙面ビューワー」の機能も搭載した。
インターネットは単なる伝送路ではなく、両端にコン

ピューターがあり、そこにいろいろな工夫ができる。さ
まざまな画面をつくり、クリックして操作ができる。ま
たデータベースを検索することや、情報のフィルタリン
グもできる。個人の好みのインターフェースにすること
もできる。そうしたネット上で開発された機能がないも
のを、ユーザーは不自由と感じて敬遠する。
つまり、日経の電子版は産経の電子配達版を反面教

師として開発されたものだ。

一般紙の電子化は困難
日経は2010年5月から電子版の課金を始めた。新聞
読者は電子版をプラス1000円で購読でき、電子版のみ
の新規読者は4000円という価格設定だ。
課金開始時点で、購読申し込みは6万を上回った。日
経は計画数を公表していないが、初年度10万とされる。
日経の電子版創刊は、新聞業界にサイト有料化への道
をひらくものとして期待されている。
しかし、紙の新聞でそれぞれ1000万部、800万部とい
う巨大な部数を誇る読売新聞や朝日新聞がサイトを有
料化しても、ビジネスになる可能性は絶望的だ。
2009年8月、アイシェアという会社が20代から40代

の男女約500人に、「無料のニュースサイトが有料化し
たら、利用料を払ってニュース購読を続けたいと思いま
すか」というアンケートを行ったところ、「続けたい」「ど
ちらかというと続けたい」が合計4％で、残りの96％は
「続けたくない」「どちらかというと続けたくない」という
結果だった。
経済ニュースは、それを知ることで株を売買したり、

ビジネス上の判断をしたりする「生産財」だが、一般
ニュースは、そういう要素がない「消費財」だ。しかも、
インターネット上で無料で入手できる。そうしたことか
ら、一般紙が新聞情報をベースに電子新聞を事業化す
ることは無謀というほかない。

新聞のレイアウトが消えていく未来
筆者が日経のデジタル戦略を考えた基本は、「新聞」

の提供ではなく、情報環境の提供だった。人間は行動

の選択のために情報を欲しがっている。つまり、情報
サービスの基本は、個人の意思決定の支援である。
供給者が内容を決定する新聞ではなく、個人が自分

の行動を選択するために、それぞれ「マイ・ニュースペー
パー」を見る。それが究極の姿ではないか。
筆者が『2030年　メディアのかたち』（2009年、講談
社刊）に書いたのは、そうした未来像だ。
必要なのは情報であり、新聞ではない。多くの新聞業
界人は、そのことに気付いていない。
筆者は、2010年3月に設立したシンフォシティという

会社で、横浜のSNS（ソーシャルネットワーキングサービ
ス）「ハマっち」をベースにした地域メディアを立ち上げ
ようとしている。
これまで地域メディアの代表は地方紙であり地方の
民間放送であった。それに対して、CGM（消費者志向メ
ディア）的な情報流通のためのハブを作ろうとしてい
る。そこには新聞のようなレイアウトの形式はない。
そうした意味で、「電子新聞」という言葉は近い将来、
ハズワードだということになりそうだ。
日本経済新聞・電子版も紙面ビューワーなどで、まだ
色濃く「新聞」のスタイルを踏まえているが、この形式も
向こう10年から20年後に消えていくだろう。そして、
ニュース主導型の日経でさえ、CGM的な情報をどう料
理できるかが問われるだろう。

資料1-1-1  新聞の発行部数の推移［1999年 -2009年］
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